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南部中核拠点（五條県有地）整備に係るサウンディング型市場調査 
実施要領 

 
 

 
 
１. 調査の目的 

奈良県では、南部中核拠点（五條県有地）において、土地を造成したうえで消防学校（約
４ha）、および支援物資保管庫等の防災拠点施設（約 䐵䐴ha）の整備を予定しています。 

本整備事業は、元々はゴルフ場であった広大な県有地において、消防職員等の教育訓練機
能と、災害時における広域的な後方支援機能を担う防災拠点機能を一体的に整備するもの
であり、本県の防災力向上に資する重要な事業と考えています。また、平時においても、敷
地特性を生かした、防災に資する教育、研修、交流・イベント等に活用することを考えてお
り、民間事業者の技術、ノウハウ、創意工夫を生かす余地のある事業であると考えています。 

そこで、本調査では、民間事業者との対話を通じて、事業手法、整備方法、運営方法、平
時活用の可能性等について自由なアイデア・ご提案を広く求めるとともに、事業への民間事
業者の参画可能性を確認します。 

本調査で得られたアイデア・ご提案は、今後の事業内容・公募条件等の検討に活用します。
また、今後の検討状況に応じて、再度サウンディング型市場調査を行う等により、改めて民
間事業者の皆様からご意見を伺う機会を設ける予定です。 

前提条件となる基本構想・基本計画については、以下を参照してください。 
 
➀ 奈良県災害応急対策（防災拠点）基本構想［令和７年３月］ 

https://www.pref.nara.lg.jp/n䐴䐵䐴/䐺䐼䐺䐽䐴.html  
➁ 南部中核拠点（五條県有地）整備基本計画［令和７年６月］ 

https://www.pref.nara.lg.jp/n䐴䐵䐴/p䐵䐸䐺䐴䐴䐸.html 
➂ 奈良県消防学校移転整備基本計画［令和８年６月］ 

https://www.pref.nara.lg.jp/n䐴䐵䐴/p䐵䐸䐺䐴䐷䐶.html 
 
 
 

・奈良県では、南部中核拠点（五條県有地）において、土地造成し、消防学校、およ
び支援物資保管庫等の防災拠点施設等を整備する予定です。 

・今回、事業者様との個別対話を通じて、事業手法、整備方法、運営方法等について
設計・建設・運営といった事業者様それぞれの観点で、自由なアイデア・提案を広
くお聞きする「サウンディング型市場調査」を実施し、今後の参考としたいと考え
ています。 

・本事業に関心のある事業者におかれましては、業種にかかわらず、是非ご参加くだ
さいますようお願いします。 
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２. 対象事業の概要 
⑴ 事業エリア 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑵ 事業の進め方 
 本事業は下記のとおり段階的な整備を予定しており、特にコアゾーン整備については
遅くとも R䐵䐺 年度の完了を目指しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図：南部中核拠点周辺地図（国土地理院地図を加工して作成） 
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３．主な対話の項目 

コアゾーン整備・支援ゾーン整備に関する事業手法、整備方法、運営方法、平時活用の可
能性等 

 
※詳細は様式２「事前ヒアリングシート」のとおりです。 
※コアゾーンにおける整備対象施設は以下のとおりです。 
 ア 消防学校 

消防学校組織法第 䐹䐵 条に基づく、消防職員及び消防団員の教育訓練機関（必要な
機能や施設規模・配置は現在検討中） 

イ 支援物資保管庫 
国等からの支援物資を受け入れ、被災地へ送り出すための施設 

ウ 格納庫 
ヘリコプターの整備等を行うための施設。発災時には SCU や合同調整所としての

活用も想定 
エ 給油施設 

防災関係機関のヘリコプターの燃料を給油するための施設 
※本調査は、ご提案頂いた公募条件、ご提案者の事業への参画を約束するものではありま

せん。 
 
 

図：南部中核拠点（五條県有地）整備基本計画 概要より抜粋 
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４. 対話の対象者 
⑴ 本事業に関心のある法人または法人のグループ 
⑵ ただし、次のいずれかに該当する者は対象外とします。 

ア 地方自治法施行令第 䐵䐺䐻 条の 䐸 の規定に該当する者 
イ 参加申込時点で、奈良県の指名停止措置を受けている者 
ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団等に該当する者 
エ 本調査の趣旨と関連のない、単なる自社製品・サービスの営業活動を目的とする者 
オ 公序良俗に反する行為や、本調査の円滑な進行を妨害するおそれがあると認めら

れる者 
 
５. スケジュール 

⑴ 実施要領等の公表：令和８年７月２２日（水） 
⑵ 個別対話の参加申込：令和８年８月１９日（水）１７時まで 
⑶ 対話に係る質問受付：令和８年８月１９日（水）１７時まで 
⑷ 個別対話の実施（予定）：令和８年８月２５日（火）～８月２６日（水） 
⑸ 調査結果の公表（予定）：令和８年１０月末頃 

 
６. 調査の手続 

⑴ 個別対話の参加申込 
ア 参加申込受付期間 

令和 䐼 年７月２２日（水）～令和８年８月１９日（水）１７時まで 
イ 申込先 

申込先は、「９. 申込み先」のとおりです。 
参加を希望する場合は、参加申込受付期間内に、様式１「個別対話参加申込書」に

必要事項を記入し、電子メールに添付し、申込先へ提出してください。なお、電子メ
ールの件名に【○○○（事業者名）個別対話参加申込】と記入してください。 

ウ 個別対話に関する連絡 
個別対話の日時、場所等の詳細な情報は、令和 䐼 年８月２０日（木）を目途に、個

別対話の参加申込をされた事業者の担当者宛に電子メール等により連絡します。 
なお、オンラインによる個別対話をご希望される場合は、その旨を様式１に記載し

てください。 
エ 事前ヒアリングシートの受付 

様式２「事前ヒアリングシート」を記入の上、参加申込受付期間内に提出してくだ
さい。なお、参加申込受付期間内であれば、個別対話の参加申込よりも後に事前ヒア
リングシートを提出することも可能とします。 

⑵ 対話に係る質問の受付 
本調査への参加申込、対話の実施方法等に係る質問を受け付け、回答します。 
なお、本調査の対象事業の内容に関する質問については、対話時に回答しますので、

様式２に質問内容を記載してください。 
ア 質問受付期間 

令和 䐼 年７月２２日（水）～令和８年８月１９日（水）１７時まで 



5 
 

イ 質問方法 
質問は、「９.申込み先」にて受け付けます。 
質問受付期間内に、電子メールにて質問を記入の上、送付してください。 

ウ 質問への回答方法 
質問についての回答は、質問者に電子メールで提示します。質問内容によっては、

回答を提示するまでの期間を要する場合があります。 
なお、質問及び回答について、本調査への参加を検討する他の事業者にも周知する

ことが望ましいと判断したものについては、県ホームページにて公表します。 
⑶ 個別対話の実施 

ア 開催期間 
令和８年８月２５日（火）～８月２６日（水） 

  当該開催期間内での参加が困難な場合、他の日程での実施も検討しますので、ご相
談ください。 

イ 会場 
奈良県庁内会議室（詳細については、後日連絡します。）またはオンライン 

ウ 所要時間 
個別対話は、１時間程度を基本として実施する予定です。ただし、個別対話の内容
によっては、所要時間を超えて実施する場合があります。 

エ 対話の実施方法 
個別対話は以下の通り行います。 
・参加者のアイデア及びノウハウ保護のため、参加申込者別に行います。 
・個別対話への参加者は５名までとします。 
・事前ヒアリングシート以外に、参加者のアイデアや提案内容を説明する資料、事

例や実績を紹介する資料等がある場合は、提示をお願いします。 
⑷ 調査結果の公表 

本調査の結果は公表を予定しています。公表に当たっては、事前に参加事業者に公表
内容の確認を行ったうえ、概要のみを公表します。また、本調査に参加した法人の名称
や独自のノウハウに係る部分は、公表しません。 

 
 
７. 留意事項  

⑴ 参加事業者の取扱い 
本調査への参加実績は、今後の事業者公募等における評価の対象（加点等）とはなり

ません。また、不参加であっても公募への応募を妨げるものではありません。  
⑵ 費用負担 

本調査の参加に要する費用は、事業者の負担とします。  
⑶ 情報の取扱い及びノウハウ保護 

参加事業者のアイデア及びノウハウ保護のため、個別対話は非公開とします。 
本調査の結果公表に当たっては、事前に参加事業者に公表内容の確認を行ったうえ、

概要のみを公表します。また、本調査に参加した法人の名称や独自のノウハウに係る部
分は、公表しません。 
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⑷ 対話の中止 
対話の場において、著しく進行を妨げる行為や公序良俗に反する発言等があった場

合は、県の判断によりその時点で対話を打ち切ることがあります。 
⑸ 情報公開の取扱い 

参加事業者が県に提出した書類は、奈良県情報公開条例（平成 䐵䐷 年 䐷 月奈良県条例
第 䐷䐼 号）の規定による請求に基づき、第三者に開示される場合があります。ただし、
当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位、その他応募者の正当な権利を害するお
それがあると認められる情報は、非公開とする場合があります。 

 
８. 添付資料 

様式１「個別対話参加申込書」、様式２「事前ヒアリングシート」 
 
９. 申込み先 

申込み先：奈良県 総務部知事公室 県土・施設企画課 
担  当：吉武、清水 
住  所：〒䐺䐷䐴-䐼䐹䐴䐵 奈良県奈良市登大路町 䐷䐴 
Ｔ Ｅ Ｌ：䐴䐻䐸䐶-䐶䐻-䐼䐼䐴䐽 
Ｅメール：facility@office.pref.nara.lg.jp 

 
                                     以上 


